
岡山県造林事業補助金交付要綱 

 

昭和48年７月23日  治第867号 

（略） 

改正 平成30年５月30日、治第132号 

改正 平成31年４月11日、治第 64号 

改正  令和２年８月24日、治第332号 

改正  令和５年７月６日、治第251号 

改正  令和５年８月10日、治第297号 

 

（趣旨） 

第１条  知事は、森林の健全性の確保に必要な森林施業を計画的かつ効率的に推進することにより、

森林の有する多面的機能の持続的な発揮と林業の持続的な発展に資するため、造林事業を実施した

者に対し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付に関しては、岡山県補助金等交付

規則（昭和41年岡山県規則第56号。以下「規則」という。）、昭和41年告示第513号（岡山県補助金

等交付規則の規定による補助金等の名称等の制定）及びこの要綱に定めるところによる。 

（補助の対象及び補助率） 

第２条  補助の対象となる事業区分、事業の種類、事業内容等、交付の相手方及び補助率は、別表の

とおりとする。 

（補助金の交付申請） 

第３条 事業主体は、事業の終了後速やかに補助金交付申請書（様式第１号）に、別に定める書類を

添えて、原則として造林地所在の市町村長又は森林組合長を経由し、施行地所轄の県民局長に提出

しなければならない。ただし、公益社団法人おかやまの森整備公社（以下「公社」という。）が事

業主体の場合は、知事に提出することができる。 

  なお、次のいずれかに該当する者は、申請をすることができない。 

（１）暴力団員等（岡山県暴力団排除条例（平成22年岡山県条例第57号）第２条第３号に規定する暴

力団員等をいう。以下同じ。）に該当する者 

（２）暴力団（岡山県暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力  

団員等の統制下にある者 

（３）暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

２ 事業主体は、補助金の交付申請及び受領について第三者に委任することができる。委任を受けた

者は、次により補助金の交付申請等を行う。 

（１）補助金の交付申請について委任を受けた者（以下「代理申請者」という。）は、事業完了結果

を確認の上、補助金交付申請書（様式第２号）に、別に定める書類及び委任状を添付して補助金

の交付申請を行う。 

（２）補助金の受領について委任を受けた者（以下「代理受領者」という。）は、代理受領に係る委 

任状を提出する。 

３ 事業主体は、事業の実施形態等により、次のように区分する。 

（１）森林組合が自己所有林（信託を引き受けた森林又は森林組合法（昭和53年法律第36号）第26条

第１項に規定する森林）に直営その他の方法により実行した場合の事業主体は森林組合 

（２）森林組合が森林組合所有以外の森林につき受託施行した場合の事業主体は次による。 

ア 委託者が、市町村又は公社である場合は、それぞれ市町村、公社 

イ 委託者が、市町村又は公社以外の場合は、森林組合（絆の森整備事業を除く。） 

（３）事業主体となり得る者が自力で実行した場合又は森林組合や造林会社等（以下「森林組合等」



という。）に作業を請け負わせた場合は、当該事業主体 

４ 森林組合等が事業主体として実施する森林組合等受託造林の採択に係る判断基準等については、 

次のとおりとする。 

（１）受委託契約の締結 

 森林組合等が森林所有者と受委託契約（造林事業委託契約又は森林経営委託契約）を締結した

ものに限る。 

 なお、森林組合等が請負者として森林所有者と締結した請負契約は、受委託契約に該当しない。 

（２）森林所有者の従事 

 森林所有者が所有森林の事業に従事する場合にあっては、（１）のほか、次の要件を満たすこ

と。 

ア 森林組合等が補助金の交付申請・受領、測量、その他事業に必要な事務等を実施しているこ

と。 

イ 森林組合等が外部に作業を請け負わせた場合は、仕様書等で具体的な作業指示を行っている

こと。 

ウ 森林組合等が直営労働力（臨時雇用を含む。）で実施した場合は、森林組合等の職員が作業

指示、監督、安全管理等を実施していること、並びに、関係法令で義務づけられている雇用保

険、労災保険等の保険料等を森林組合等が支払っていること。 

（３）特例措置 

 災害の発生等から県知事がやむを得ないものと認めた場合はこの限りでない。 

５ 造林補助金の交付申請は、原則として事業主体が行うべきものであるが、補助事務の円滑な実施

を図るため、市町村、森林組合及び森林整備法人が事業主体である場合のほかは、県民局長は、事

業主体が市町村又は森林組合（以下「代理受領者」という。）に該当事務を委任し、所要の手続き

が行われるよう指導する。 

６ 補助金交付申請書の提出期限は、次のとおりとする。 

（１）１・四半期事業  ５月31日 

（２）２・四半期事業  ８月31日 

（３）３・四半期事業  11月30日 

（４）４・四半期事業  ２月末日 

（補助金の交付） 

第４条 知事又は県民局長は、交付申請書の受理後速やかに、別に定める「造林事業調査要領」によ

る施行地ごとの竣工調査を行い、適当であると認めたときには、速やかに補助金の交付決定及び額

の確定を同時に行い、補助金の交付決定及び額の確定通知書（様式第３号）により交付申請者に通

知する。 

（補助金の代理受領） 

第５条 代理受領者は、代理受領した補助金を次に掲げる事項に留意して速やかにこれを事業主体に

交付する。 

（１）代理受領した補助金を30日以上滞留させるなど、みだりに支払いを遅延したり、他に流用する

ことがないようにする。 

（２）交付事務の適正を期するため、県民局長は、交付後に代理受領者から個々の事業主体に対する

交付状況の報告を必ず徴し、支払未済のものがあるときは、実施状況調査を行い、交付状況を確

認する等の措置をとるものとする。 

２ 代理受領した補助金は、県の交付に当たって示した内訳に従い、その全額を事業主体に支払うも

のとする。ただし、この場合、直接その造林事業に関係のある次に掲げる経費については、事業主

体の書面による承諾に基づき相殺することができるものとする。 

（１）造林補助金交付事務取扱手数料 



（２）当該造林事業に使用した苗木等資材の立替代金又は売払代金 

（３）当該施行地の森林保険料 

（４）当該施行地に使用した肥料又は縄等代金 

３ 代理受領者が受ける造林補助金事務取扱手数料は、原則として実費の範囲内とする。 

４ 代理受領者が造林補助金事務取扱手数料についての料率を定めようとする場合には、総会の議決

を経た上、県民局長に報告するものとする。 

５ 代理受領者は、当該補助金の交付条件を事業主体に通知しなければならない。 

（補助金に係る帳簿等の整備、保管） 

第６条 事業主体は、補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支

出についての証拠書類を当該補助事業終了の翌年度の初日から起算して５か年間保管しなければな

らない。 

２ 第３条の規定による補助金の交付に係る代理受領者は、代理受領した補助金の支払いを明らかに

した書類を当該補助事業終了の翌年度の初日から起算して５か年間整備保管しなければならない。 

（義務） 

第７条 事業主体は、この補助金に関する法令、交付要綱、補助要領等に従うとともに、次の各号に

おける措置を取らなければならない。 

（１）植栽施行地については速やかに期間10か年以上の森林保険等に加入すること。 

また、除伐、間伐等施行地については、概ね３か年間の森林保険等に加入するよう努めること。 

（２）森林の健全な育成のために適切な保育及び管理に努めなければならないこと。 

（３）規則第20条の規定により、補助事業により、取得し、又は効用を増加した財産を、補助金の交

付の目的に反して使用し、譲渡し、交付し、貸付けし、又は担保に供するため、知事の承認を受

けようとするときは、財産処分等承認申請書を知事に提出しなければならないこと。ただし、規

則第20条のただし書きに規定する知事が別に定める場合は、次の各号に掲げる場合とする。 

ア 補助金の全部に相当する金額を県に納付した場合 

イ 造林補助事業の完了年度の翌年度の初日から起算して５年を経過した場合 

ウ 付帯施設については、耐用年数を経過した場合 

（４）消費税及び地方消費税の申告により、当該補助金に係る消費税仕入控除税額が確定した場合に

は、該当の補助金の交付決定及び額の確定通知書番号等を速やかに知事に報告しなければならな

いこと。ただし、当該補助金に係る消費税仕入控除税額があることを補助金交付申請書に明らか

にして補助金交付申請をし、消費税仕入控除税額等に相当する補助金額を減額した補助金の交付

を受けた場合には、この限りではない。 

（その他） 

第８条 事業実施上の細部の取扱いについては、別途知事が定める。 

 

附 則 

１ この交付要綱は、平成23年８月25日から施行し、平成23年度予算分から適用する。 

（略） 

附 則 

１ この交付要綱は、平成29年度事業から施行する。 

附 則 

１ この交付要綱は、平成30年度２・四半期事業から施行する。 

附 則 

１ この交付要綱は、平成31年度１・四半期事業から施行する。 

附 則 

１ この交付要綱は、令和２年度２・四半期事業から施行する。 



附 則 

１ この交付要綱は、令和５年度２・四半期事業から施行する。 

附 則 

１ この交付要綱は、令和５年８月10日から施行する。 

  



別表 

事業区分 事業の種類 

事業内容等 

交付の相手方 補助率 

１ 森林環境保全直接支援事業  森林環境保全整備事業実

施要領（平成14年３月29

日付け、13林整整第855

号）、農山漁村地域整備交

付金実施要領（平成22年

４月１日付け、21林整計

第336号）及び岡山県造林

事業実施要領（平成19年

４月２日付け、治第53号）

による。 

森林環境保全整備事業実

施要領（平成14年３月29

日付け、13林整整第855

号）、農山漁村地域整備交

付金実施要領（平成22年

４月１日付け、21林整計

第336号）及び岡山県造林

事業実施要領（平成19年

４月２日付け、治第53号）

による。 

４/10以内 

（ただし、森林所有者等

による整備が進み難い

森林等における分収方

式による森林施業、同

方式解除後の森林施業

または市町村のあっせ

んによる森林施業及び

これらに必要な路網の

整備については５／10

以内とする。） 

２ 特定森林再生事業 

(1) 森林緊急造成 

(2) 被害森林整備 

(3) 重要インフラ施設周辺森林

整備 

４/10以内 

（ただし、市町村及び森

林整備法人等が行う森

林緊急造成及び重要イ

ンフラ施設周辺森林整

備については５／10以

内とする。） 

(4) 保全松林緊急保護整備 ７/10以内 

３  共生環境整備事業 

(1) 森林空間総合整備事業 

(2) 絆の森整備事業 

７/10以内 

（ただし、用地取得につ

いては４／10以内とす

る。） 

４ 機能回復整備事業 

(1) 特定森林造成事業 

ア 特定林地改良 

７/10以内 

  イ 耕作放棄地等森林造成 

ウ 花粉発生源対策促進事業 

４/10以内 

５ 少花粉スギ等造林対策事業 少花粉スギ等造林対策事

業実施要領（平成26年４

月１日付け、治第９号）に

よる。 

少花粉スギ等造林対策事

業実施要領（平成26年４

月１日付け、治第９号）に

よる。 

少花粉スギ等造林対策事

業実施要領（平成26年４

月１日付け、治第９号）に

よる。 

 



別表 

事業区分 事業の種類 

事業内容等 

交付の相手方 補助率 

１ 森林環境保全直接支援事業  森林環境保全整備事業実

施要領（平成14年３月29

日付け、13林整整第855

号）、農山漁村地域整備交

付金実施要領（平成22年

４月１日付け、21林整計

第336号）及び岡山県造林

事業実施要領（平成19年

４月２日付け、治第53号）

による。 

森林環境保全整備事業実

施要領（平成14年３月29

日付け、13林整整第855

号）、農山漁村地域整備交

付金実施要領（平成22年

４月１日付け、21林整計

第336号）及び岡山県造林

事業実施要領（平成19年

４月２日付け、治第53号）

による。 

４/10以内 

（ただし、森林所有者等

による整備が進み難い

森林等における分収方

式による森林施業、同

方式解除後の森林施業

または市町村のあっせ

んによる森林施業及び

これらに必要な路網の

整備については５／10

以内とする。） 

２ 特定森林再生事業 

(1) 森林緊急造成 

(2) 被害森林整備 

(3) 重要インフラ施設周辺森林

整備 

４/10以内 

（ただし、市町村及び森

林整備法人等が行う森

林緊急造成及び重要イ

ンフラ施設周辺森林整

備については５／10以

内とする。） 

(4) 保全松林緊急保護整備 ７/10以内 

３  共生環境整備事業 

(1) 森林空間総合整備事業 

(2) 絆の森整備事業 

７/10以内 

（ただし、用地取得につ

いては４／10以内とす

る。） 

４ 機能回復整備事業 

(1) 特定森林造成事業 

ア 特定林地改良 

７/10以内 

  イ 耕作放棄地等森林造成 

ウ 花粉発生源対策促進事業 

４/10以内 

５ 少花粉スギ等造林対策事業 少花粉スギ等造林対策事

業実施要領（平成26年４

月１日付け、治第９号）に

よる。 

少花粉スギ等造林対策事

業実施要領（平成26年４

月１日付け、治第９号）に

よる。 

少花粉スギ等造林対策事

業実施要領（平成26年４

月１日付け、治第９号）に

よる。 

 



様式第１号 

第     号  

  年  月  日  

 

 岡山県知事又は県民局長 殿 

 

申請者 住所 

氏名                        

（団体名および代表者氏名） 

 

 

  年度補助金交付申請書 

 

   年度において、下記のとおり造林事業を実施したので、造林事業補助金を交付されたく、岡山

県補助金等交付規則（昭和 41年岡山県規則第 56号）第４条の規定により、造林事業実績、施行地実

測図、（見取図）、位置図及び必要書類を添えて申請します。 

                                             

                                            記 

 

１ 補助金申請内訳書 

  第( )・四半期  (       )事業 

番

号 

施行地 事 業 主 体 

事業実行者 

森林所有者 

(電話番号) 

事業 

区分 

 

種類 

樹種 

林齢 

面  積 

間 伐 率 

搬出材積 

植栽本数 

延    長 

各 計 画 

承認番号 

承 認 日 

施業期間 

事前計画 

提 出 日 

 

雇用形態 

査定区分 

備

考 大字 
字 
地番 

           

２ 施業図 

３ 総括位置図 

４ 森林作業道にあっては平面図、横断面図、完成写真 

５ 森林組合等受託造林の場合は委託契約書の写し 

６ 森林法施行令第１１条８号に規定する団体の場合は、規約、造林地の森林所有者を明示した構成 

員の氏名又は名称及び住所並びに代表者等の氏名を記載した名簿 

７ その他知事が必要と認める書類 

 

（注）備考欄には、次の内容等を記載する。 

・ 植栽にあっては前生樹記載する。 

・ 森林所有者が消費税法（昭和 63年法律第 108号）に基づく免税事業者及び簡易課税制度適用事業者以外の場

合には、備考欄に「（原則課税）」と記載すること。 

・ 森林組合等受託造林として補助金交付申請する場合、森林所有者が所有森林の施業に従事した際は、備考欄に

「本人施業」と記載すること。 

  



様式第２号 

第     号  

  年  月  日  

 

 岡山県知事又は県民局長 殿 

 

申請代理者 住所 

氏名                        

（団体名および代表者氏名） 

 

 

  年度補助金交付申請書 

 

  年度において、別紙内訳書のとおり造林事業を実施したので、造林事業補助金を交付された

く、岡山県補助金等交付規則（昭和 41年岡山県規則第 56号）第４条の規定により、造林事業実績、

施行地実測図、（見取図）、位置図及び委任状を添えて申請します。 

 

記 

 

（以下は、様式第１号に準ずる。） 

 

 



様式第３号 

岡山県指令    第     号  

 

補助金の交付決定及び額の確定通知書 

 

      年  月  日付けで申請の  年度  四半期の造林事業補助金については、岡山県補助

金等交付規則（昭和41年岡山県規則56号）第５条第１項及び第14条の規定により下記により交付するこ

とに決定し、併せて確定したので、同規則第７条及び第14条の規定により通知する。 

 

  年  月  日 

 

岡山県知事又は県民局長                印 

 

                                            記 

 

１ 補助金の交付決定及び確定額  金                     円也 

    （内訳は、別に定める造林事業補助金明細書のとおり） 

 

２ 事業主体は、この補助金に関する法令、林業関係事業補助金等交付要綱（昭和47年８月11日付け47

林野政第640号）、森林環境保全整備事業実施要綱（平成14年３月29日付け13林整整第882号）、森林環

境保全整備事業実施要領（平成14年３月29日付け13林整整第885号。以下「環境保全要領」という。）、

森林環境保全整備事業実施要領の運用（平成14年12月26日付け14林整整第580号）、長期育成循環施業

の実施について（平成13年３月30日付け12林整整第718号。以下「長期育成循環施業通知」という。）、

農山漁村地域整備交付金実施要綱（平成22年４月１日付け21農振第2453号）、農山漁村地域整備交付

金実施要領（平成22年４月１日付け21林整計第336号）、岡山県補助金等交付規則（昭和41年岡山県規

則56号）、岡山県造林事業補助金交付要綱（昭和48年７月23日付け治第867号）及び岡山県造林事業実

施要領（平成19年４月２日付け治第53号）に従わなければならない。 

 

３ 事業主体は、補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出につ

いての証拠書類を当該補助事業終了の翌年度の初日から起算して５か年間整備保管すること。 

  ただし、当該補助事業により設置した施設等であって、別表１の転用制限基準欄に掲げる転用等制

限期間（以下「転用等制限期間」という。）を経過しないもの及び当該補助事業により取得し、又は

効用の増加した財産であって「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40年大蔵省令第15号。

以下「大蔵省令」という。）に定められている財産について大蔵省令に定められている耐用年数に相

当する期間（ただし、大蔵省令に定めのない財産については農林水産大臣が別に定める期間。以下「処

分制限期間」という。）を経過しないものについては、当該施設及び当該財産の取得事業名、取得価

格、補助金額、取得時期並びに転用又は処分制限期間、処分状況、その他財産管理に必要な事項を記

載した台帳を備え、かつ、必要な関係書類を整理保管すること。 

 

４ 事業主体は、次の各号における措置を取らなければならない。 

（１）植栽施行地については速やかに期間10か年以上の森林保険等に加入すること。 

また、除伐、間伐等施行地については、概ね３か年間の森林保険等に加入するよう努めること。 

（２）森林の健全な育成のために適切な保育及び管理に努めること。 

（３）造林補助事業の完了年度の翌年度の初日から起算して５年以内（環境保全要領第１の２の(1)及

び(2)の事業にあっては、事業の実施後おおむね10年を経過するまでの間）に（ア）に掲げる行為

又は当該作業道に係る事業計画若しくは造林計画期間内に（イ）に掲げる行為をしようとする場合

は、あらかじめ知事にその旨届け出るとともに、当該転用等（転用、用途変更又は伐採除去をいう。

以下同じ。）に係る森林等につき交付を受けた補助金相当額を返還すること。 

（ア）当該補助事業の施行地の森林以外の用途への転用（補助事業の施行地を売り渡し若しくは譲



渡し又は賃借権、地上権等の設定をさせた後、当該事業の施行地が森林以外の用途へ転用され

る場合を含む。）する行為又は補助事業施行地上の立木竹の全面伐採除去を行う行為、その他

補助目的を達成することが困難となる行為。 

（イ）当該補助事業で開設し、又は改良した森林空間作業道、絆の森作業道及び森林作業道の全部

又は一部の転用若しくは用途変更又は補助目的を達成することが困難となる行為。 

（４）環境保全要領第１の１に掲げる事業のうち森林経営計画に基づいて行うものについては、当該計

画の認定の取消しを受けた場合は、交付を受けた補助金相当額（同要領第１の１の(4)のウの(ｲ)に

掲げる査定係数が適用される事業のうち森林経営計画に基づいて行うものについては、当該事業が

同要領第１の１の(4)のウの(ｳ)に掲げる査定係数が適用される場合にあっては、同規定に掲げる査

定係数を適用して算定される補助金相当額との差）を返還すること。 

（５）環境保全要領第１の１に掲げる事業のうち実施権配分計画に基づいて行うものについては、森林

経営管理法第40条第１項及び第２項の規定により当該実施権配分計画が取消となった場合は、当該

取消となった実施権配分計画に基づき、当該取消を受けた日から起算して過去５年間以内に実施さ

れた当該事業に係る補助金相当額（同要領第１の１の(4)のウの(ｲ)に掲げる査定係数が適用される

事業のうち実施権配分計画に基づいて行うものについては、当該事業が同要領第１の１の(4)のウ

の(ｳ)に掲げる査定係数が適用される場合にあっては、同規定に掲げる査定係数を適用して算定さ

れる補助金相当額との差）を返還すること。 

（６）補植、保育等成林に必要な保育管理その他知事が必要と認める事項を遵守すること。 

（７）森林作業道の開設又は改良に係る造林（間伐及び更新伐を除く。）について、補助対象となる事

業規模以上実施しない路線区間があるとき（天災等不可抗力によるものとして知事が認めたときを

除く。）は当該路線区間に相当する交付を受けた補助金相当額を返還すること。 

（８）更新伐又は花粉発生源植替えを行った場合、当該林地につき、原則として、その翌年度の初日か

ら起算して２年を経過して更新が確実に図られていないと知事が判断したときは、植栽（花粉発生

源植替えの場合、花粉症対策苗木等、かつコンテナ苗による植栽）により速やかに更新を図ること

とし、これに従わない場合、交付を受けた更新伐又は花粉発生源植替えに係る補助金相当額を返還

すること。ただし、更新伐については、植栽以外の方法により確実に更新が図られると知事が認め

た場合はこの限りでない。 

（９）前記（８）に掲げる場合のほか、補助金の交付を受けた事業と一体的に実施すべき事業がある場

合において、当該一体的に実施すべき事業を実施すべき期間を経過しても実施しないときは、当該

交付を受けた補助金相当額を返還すること。ただし、当該一体的に実施すべき事業の事業内容全て

が森林環境保全整備事業以外の事業で実施された場合を含まないものとする。 

（10）長期育成循環施業通知に規定する更新伐の個別林分型において、立木の材積が長期育成循環施業

協定又は森林環境保全整備事業計画に定める維持すべき立木の材積を下回ることとなる伐採を行

ったとき、又は長期育成循環施業通知に規定する更新伐のモザイク林誘導型において、施業実施年

度から起算して５年以内に伐区の隣接区域において長期育成循環施業の一環として更新伐を実施

したときは、交付を受けた誘導伐に係る補助金相当額を返還すること。 

（11）森林保全再生整備を行った場合、その行為に対して、森林環境保全整備事業以外の国庫補助事業

により支援を受けたときは、交付を受けた森林保全再生整備に係る補助金相当額を返還すること。 

（12）補助事業の完了年度の翌年度の初日から起算して、８年以内に当該補助事業で設置した駐車場の

全部又は一部の転用又は補助目的を達成することが困難となる行為をしようとする場合には、あら

かじめ知事にその旨を届けるとともに、当該転用等に係る森林等につき交付を受けた補助金相当額

を返還すること。 

（13）森林空間総合整備事業及び絆の森整備事業において取得した用地等については、取得後、翌年度

の初日から起算して10年間、農林水産大臣の承認を受けないで補助金の交付の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付けし、又は担保に供してはならない。 

（14）当該補助事業により設置又は開設した施設等については事業完了後においても善良な管理者の注

意をもって管理するとともに、補助金交付の目的に従って使用し、その効率的運営を図らなければ

ならない。 

 

５ 補助金の交付に係る代理受領者は、代理受領した補助金の支払いを明らかにした書類を当該補助事



業終了の翌年度の初日から起算して５か年間整備保管すること。 

 

６ 補助金の代理受領者は、受領した補助金をすみやかに事業主体に支払うとともに、当該補助金の交

付条件を通知すること。 

 

７ 消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る消費税仕入控除税額が確定した場合には、別

紙様式により該当の補助金の交付決定及び額の確定通知書番号等を速やかに知事に報告するととも

に知事の返還命令を受けて消費税仕入控除税額に相当する補助金を返還しなければならない。 

  ただし、当該補助金に係る消費税仕入控除税額があることを補助金交付申請書に明らかにして補助

金交付申請をし、消費税仕入控除税額等に相当する補助金額を減額した補助金の交付を受けた場合に

は、この限りではない。 

 

別表１ 

施設等の区分 転用制限基準 補助金返還範囲 

施行地 補助事業の完了年度の翌年度の初日から起算して５年以内

（環境保全要領第１の２の(1)及び(2)の事業のあっては、事

業の実施後おおむね10年を経過するまでの間）に当該施行地

を森林以外の用途への転用（補助事業の施行地を売り渡し若

しくは譲渡し又は賃借権、地上権等の設定をさせた後、当該

事業の施行地が森林以外の用途へ転用される場合を含む。）

する行為又は補助事業施行地上の立木竹の全面伐採除去を

行う行為、その他補助目的を達成することが困難となる行為

をしようとする場合 

補助金相当額 

森林空間作業道、

絆の森作業道、 

森林作業道 

当該作業道に係る事業計画若しくは造林計画期間内に 

１ 全部を転用若しくは用途変更しようとするとき 

２ 一部を転用若しくは用途変更しようとするとき 

３ 一部を転用若しくは用途変更することに伴い残存施設

では所期の目的を達成することが困難となるとき 

補助金相当額 

駐車場 補助交付の年度の翌年度の初日から起算して、８年以内に 

１ 当該駐車場の全部を転用若しくは用途変更しようとす

るとき 

２ 当該駐車場の一部を転用若しくは用途変更することに

伴い残存施設では所期の目的を達成することが困難とな

るとき 

３ 当該駐車場の一部を転用若しくは用途変更しようとす

るとき 

補助金相当額 

 

 

  



別紙様式 

第     号  

  年  月  日  

 

岡山県知事      殿 

 

補助事業者名        

（団体名及び代表者名） 

 

 

  年度消費税仕入税額控除適用報告書 

 

    年  月  日付け、岡山県指令  第  号により交付決定及び額の確定通知のあった造

林事業補助金について、同通知の記の７の規定に基づき、次のとおり報告します。 

 

                      記 

 

１ 岡山県補助金等交付規則第７条及び第14条に基づく交付決定及び確定額 

    （    年  月  日付け    農第   号による交付決定及び額の確定通知額） 

                                                                  金         円 

 

２ 造林者番号 

    （    年  月  日付け    農第   号による交付決定及び額の確定通知による。） 

 

３ 補助事業者名（森林所有者） 

 

４ 施行場所 

 

５ １のうち該当する補助金の交付決定及び確定額 

                                                                  金         円 

 


